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はじめに
　本題に入る前にいくつかの問題についてお断りしておきたい。先ず地域的な範囲の問題として、
アフリカにほとんど触れていないことである。アフリカに関する史資料については本 COEの当
然カバーすべき範囲ではあるが、これは別個に検討する機会を設けて議論した方が良いと思われ
る。
　アジアの範囲を今回どのように考えるかを厳密に規定することなく、実際は南アジアを中心に
した報告になってしまうことについては、報告者がこれまで関わってきた地域が主として南アジ
アであったという理由によるものである。他のアジア地域については出席者の方々の知識と情報
に期待したい。東アジア、特に中国・朝鮮半島を中心とする地域についてはあまり触れることが
ないが、この地域に関する日本の研究と史資料の存在状況はその他のアジア地域に比べれば、は
るかに発達しており、かつ充実してもいることは疑いない。そこでこの地域については今回の
COEではあえて主たる活動対象地域とは位置づけることなく、むしろ既存の諸機関・図書館・
学会に依存して、全体の枠組みを考えることにしたい。
　いまひとつの問題は、報告者の視点が地域研究（Area Studies）に重点をおいてなされることにつ
いてである。これは報告者がそのような環境の中で長期間仕事をしてきたという理由によるもの
である。アジアの諸地域に関する研究は歴史的にいろいろな角度から行われてきたし、取り扱わ
れる史資料もいろいろな種類のものが対象となる。当然幅広い分野のいくつもの視点から議論が
展開されることが必要であろう。したがってこの報告がカバーしきれていない分野や視点を議論
のなかで指摘していただくようお願いしたい。アジアという地域的概念を共通の接点として、図
書館のみでなく、アーカイブをも視野にいれて議論を展開することは我々にとって新しい経験で
あり、大変意味深い結果をもたらすことを期待している。
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（1）　アジア関係図書館の成立
　日本におけるアジア関係研究は明治になって新たな展開を迎えた。明治の初期にアジア関係の
著書・翻訳書が刊行されるのは比較的早く、海外事情に関する情報が強く求められた状況は日本
の近代史と不可分のものである。いろいろな外国研究が開始され大学や行政機構のなかで、また
は各種経済団体、宗教団体などにおいても、外国情報は熱心に紹介され、史資料も収集された。
組織化された地域研究機関の初期の実例のひとつは満鉄調査部であろう。これは 1907年に創設
され、調査研究と図書館部門の組織上の不可分な関係を意識した機構として記憶されるべき実
例であろう。日本の植民地経営と結びついて、本体がいわゆる「外地」に設置され、第二次大戦
の終結とともにその基盤を失い、瓦解の運命をたどったことは、台湾総督府や朝鮮総督府関係の
図書館と同様であるが、第二次大戦終結の時点を境にアジア関係図書館においては大きな断絶と
ギャップを抱えることになった。ここでは単に欧米の図書館とは異なる負の遺産を我々が背負っ
ていることを指摘するに留める。
　一方図書館の歴史からみれば、東洋文庫が 1924年に設立された。続いて東亜研究所が 1938年、
京都大学人文科学研究所が 1939年、東京大学東洋文化研究所が 1941年に設立され、これらの機
関におけるいわば組織化された研究の発展とともに、図書館も併設されるという経過を見ること
ができる。
　アジア諸言語についての教育は現在の東京外国語大学と大阪外国語大学を中心に行われ、関連
の資料はその附属図書館に集積されてきた。その他の大学においても欧米の言語教育は行われて
きた。またインド哲学・仏教研究のためにサンスクリット語、パーリ語などの教育も関係の大学
や仏教施設のなかで戦前・戦後を通して行われてきた。
　戦後設置された代表的な研究機関・図書館は、アジア経済研究所が 1960年、東京外国語大学
アジア・アフリカ言語文化研究所が 1964年、京都大学東南アジア研究センターが 1965年、国立
民族学博物館が 1974年、などである。
　その間国立国会図書館が戦後新たな出発をし、アジア・アフリカ関係資料を蓄積し公開してき
たが、2002年 10月関西館の発足に伴い、従来のアジア資料室からアジア情報室へと名称を変え
て活動を始めた。
（2）　現在の諸問題
＜都心における空白＞
　1999年 12月アジア経済研究所が千葉市幕張に移転したのに続き、東京外国語大学が 2000年
秋に北区西ヶ原から府中市へ移転、さらに国立国会図書館アジア資料室の移転とつづき、東京都
心におけるアジア関係図書館は東京大学東洋文化研究所図書室と東洋文庫が残るのみになり、一
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種の空白状態を招いている。個人の研究者に
とっては相当に大きな負の影響が拡がってい
ることは間違いない。このような現実を見る
と、国公立大学図書館の個人・市民への公開
の程度とそのスピードをさらに進めて行く必
要は明白であろう。我々は個々の研究所や大
学や図書館内部での活動に眼を向けるだけで
はなく、地域や市民個人々へのサービスのあ
りようを考える必要があるのではなかろうか。
＜大学・研究機関の法人化問題＞
　研究者も図書館員もアーキビストも昨今は
膨大な時間と精力をこの問題に費やしている。
既存の図書館はそれぞれに異なった歴史を持
ち、行政との関係も多様である。個々の図書
館にどのような影響が出てくるか、我々は憂
慮の念をもって見守っている。
＜国際化と図書館の対応＞
　アジア・アフリカと言わず、発展途上地域を含めて、日本社会における国際化は進展すること
だろう。変化する社会状況に応じて図書館の対応も柔軟かつ現実的であらねばならない。これら
諸国に関する調査・研究をさらに進め相互の理解と協力を深めて行くこと、また日本社会に入っ
てくる人々への対応を、図書館員の言語能力や所蔵資料の面でも改善して行くことが要請される
だろう。多言語資料への対応がますます必要になるだろう。
　アフガニスタンの問題について、何人の研究者とどれだけの資料が日本に存在しているだろう
か。中央アジア諸国についてはどうか。ラオスやカンボジアについてはどうか。地域や主題をひ
とつひとつ取り上げれば、満足な状態はどこにもなくて、不足ないしは不足以下の状況が明らか
になるだろう。
　自らの現実に即してこの課題に取り組むことが必要であるが、アメリカやイギリスにおける、
大学図書館、専門図書館、公共図書館、学校図書館での経験も参考になるだろう。
＜アジア関係図書館の地域的配置と所蔵史資料＞
　私たちは日本の図書館においてアジア関係史資料がどこに・どれだけ所蔵されているか、正確
な情報を持っていない。これは今後調査して共通の知的資産にしてゆく必要がある。我々が知っ
ている代表的なアジア関係図書館はその所在が東京周辺と関西地区に集中していることに気付く。
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学会の名簿などを見ると、研究者はほぼ全国に存在しているのに、コレクションの方には地域的
偏りがあるのではないか。言い換えれば各地に資料にアクセスする段階で困難を強いられた研究
者が多く存在するという現実がある。どのようなサービスが必要なのか、可能なのか、それらの
問題が検討される必要がある。資料の所在に関するガイドブックを作ることは可能であろうか。
＜専門司書の地位の問題＞
　研究者も、図書館員も、アーキビストも、日本においては後二者の地位が相対的に低いという
認識では一致することができるだろう。このことがもたらす弊害は実に大きく、図書館の自立的
発展を展望しようとする際に立ちはだかる最大の問題の一つである。教官・研究者と図書館員の
対等な地位と関係を作り上げることが問題解決の基本的方向であろう。このようになった原因に
ついては、いろいろな歴史的背景や社会的慣行の問題があげられる。そしてまたこれが欧米に比
較すると特殊日本的な問題であることも指摘しなければならない。
＜人事の問題＞
　近年大学に限らず公的機関の図書館に共通して見られる人事の特徴は配置転換の早さとそれが
学部や専門領域を超えて行われていることである。これは専門家が育って行く上で非常に困難な
状況を作り出している。専門家を図書館部門のトップに配置すること、その指揮下に同じく専門
家を配置し、図書館の自立的な成長を促進すること、その専門家グループの中での教育・訓練・
育成を進めるということとならんで検討されるべき課題のひとつであろう。問題解決の方向につ
いて共通の認識を形成して行く一里塚となることをこのシンポジウムに望みたい。
＜アーキビストとのネットワーク形成の必要性＞
　研究者には図書館であれアーカイブであれ、研究のために必要な資料が存在することが大切で
あり、現実の必要に応じてどちらをも利用することが当たり前である。所蔵する資料の内容と形
態が異なるだけの違いしかない。このことは「インド省図書館」を利用してみるとよく分かる。
図書館と公文書館が同居していることの便利さを知って、この二種類の機関の協力が必要なこと
を痛感する。日本でもそのような試みが必要ではないか。
　アーキビストの教育問題についていえば、日本の図書館情報学教育の中で、未だに組織的に教
えている場所が存在しないと思われる。
＜ IT環境激変への対応＞
　最近の図書館員が直面している問題の一つに IT環境の激変がある。図書館員は急激な変化に
対応して仕事を進めるのに大変な努力とエネルギーを払っている。変化の行き着く先が誰にも予
測できないのが現状である。多分グーテンベルグの活字印刷機発明以来最大の変化が起きている
ようである。活字文化はもう終わりで、冊子体印刷物の時代は終わった、従って図書館の時代も
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終わりだ、これから生き残ることができるのは電子図書館だけであるなどと図書館員にとっては
恐ろしいことをいう人もいる。しかしこれは極論であろう。
　人間が主として印刷資料を読みながら思考し研究するということに、基本的な変化が起こると
は思えない。印刷された書籍や雑誌・新聞が絶滅するとは考えにくい。とすれば良いコレクショ
ン（活字媒体のものであれ、電子媒体のものであれ、多分両方を組み合わせた）を持ち、それを利用したいユー
ザーに的確にサービスを提供できる図書館が生き延びることができるだろう。
　関係図書館の所蔵資料の横断検索を可能とするべく具体的な協力関係がいま形成されつつある
が、多言語資料の書誌情報の相互交換・利用などこれから開拓することができる分野は多いので
はなかろうか。
（3）　欧米のネットワークの例
＜アメリカ＞
　アメリカの過去半世紀に及ぶ収集協力の例を簡単に紹介する。別紙資料の議会図書館を中
心とするアメリカ・カナダの図書館が南アジアで行った国別・言語別収集分担表を見ていただ
ければ一目瞭然ではないだろうか。多少の異同はあるが、1960年代前半から 1990年代半ばま
で、公法 480号（PL480）に基づく余剰農産物援助売却資金をもとに、「協同資料収集プロジェク
ト」（Cooperative Acquisitions Programs）が形成され、アメリカ議会図書館を中心に主要大学図書館、専
門図書館約 30機関がメンバーとなり、ニューデリー、カラチ（後にイスラマーバードに移転）にオフィ
スを設置し、アフガニスタン以東の南アジア全域から資料を収集し、現地オフィスで諸言語専
門司書が整理した書誌情報を添えて、メンバー図書館に送り続けた。インドに関しては 26図書
館がメンバーとなりいろいろな言語資料を分担したが、その中で議会図書館とシカゴ大学図書
館はすべての言語資料を入手してきた。これによって入手された資料は「受入れ資料リスト」
（Accessions List）に掲載され、我々にとっては最上の資料情報源のひとつであった。その地域・言語
分担を示す二つの表を参照されたい。Participating libraries and their language coverage, India. 及び
Participating libraries and their language coverage, other countries.
1
　同様のプログラムはジャカルタ・オフィスがカバーしている東南アジア、カイロ・オフィスの
中東、ナイロビ・オフィスの東アフリカ、リオデジャネイロ・オフィスのブラジルについても実
施されてきた。ちなみに国立国会図書館は 2000年度より東南アジア・プログラムに参加して資
料を受け取っている。
　PL480資金が底をついた 1990年代半ばからは会費制の協同購入に変化し、入手する資料もか
つてのように根こそぎ的なやり方ではなく、選択的になり点数が減少しているようである。かく
してアメリカの図書館がごっそりと資料を持ち出すという時代は終わったようだが、20世紀後
半の出版物に関しては当の各国国立図書館よりもアメリカ国内のメンバー図書館の方が量的には
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充実したコレクションをもっているという結果は残った。
　南アジアの言語資料のどれか一つをとってみて、日本の最上のコレクションと比較すると、少
なくとも上記期間の現地刊行資料に関しては、アメリカのメンバー図書館に量的にも質的にも劣
ると言う事ができるのではないか。また南アジア諸国の国立図書館や代表的な図書館も上述の期
間に刊行された資料に関してはやはり量的には敵わないといえるだろう。20世紀後半の南アジ
アを研究するために、単に資料がそこにしか存在しないからという理由で、アメリカに留学した
り、調査旅行に行かなければならないような日がくるのではなかろうか。20世紀前半までの政
治経済関係資料の最大のセンターは英国図書館内の旧インド省図書館のコレクションを中核とす
る「東洋インド省コレクション」（Oriental and India Office Collections, British Library）であって、そこでは英
国人よりは、南アジア諸国、北米、日本などから来た研究者の数の方が多いのではないかという
光景が見られるが、これと同じようなことが 20世紀後半の資料をめぐって、ワシントンの議会
図書館やシカゴ大学図書館で再現されることが予想される。
　その後もこのグループはコンソーシアムを形成し議会図書館を中心とする協同の資料購入シス
テムを続けているようだが、歴史的な資料のマイクロフィルム化を中心とするネットワークも維
持している。SAMP（South Asian Microfilm Project）は上記コンソーシアムと Center for Research Libraries
とが協力して 1962年以来活動を続けているプロジェクトであるが、インド考古学関係資料、地
租設定報告書、発禁書などをマイクロフィルム化して大きな成果をあげている。
　ちなみに Center for Research Librariesは専門図書館のための図書館で会員図書館にのみサービ
スを提供している。アメリカ各州の政府刊行物、世界各地の新聞、ヨーロッパの学位論文など
を収集・保存している。シカゴ大学近くの建物は 4階建てで窓があるのは 1階のオフィス用フロ
アーだけで、2－ 4階は窓なしで自然光線を遮断し完全空調で資料劣化を防ぐように設計されて
いる。日本でもこのようなシステムを作り重要資料の安全な保存と共同利用をしなければならな
い事態が目前にきていると思う。
　90年代の後半から始まった新しい方針への転換は、従来の収奪型資料収集から諸言語資料の
現地図書館設置・保存へというものであった。そのためにアメリカの資金を提供し現地の団体が
主体となるもので様相を一変させるものであった。Roja Muthaih Research Library（Chennai）および
Urdu Research Center（Hyderabad）はその例である
2
。
　最近の情報では、コロンビア大学図書館、シカゴ大学図書館、及び Center for Research 
Librariesの三者が協力して、2000年 1月に CSAL（Center for South Asian Libraries）が設立された。これ
は南アジア地域の歴史資料の収集・整理・保存を目的としている。
　9.11事件以来米国政府は南アジア研究に対して大量の資金を支出しはじめた。一年間約 2,000
万ドルが追加支出されたといわれる。 2002年に The Council of South Asia Library Centers.が設
立され、CSALはそのメンバーとなる。また Roja Muthiah Research Library, Sundarayya Vignana 
Kendram, Urdu Research Centerもメンバーとなった。Asiatic Society（Dhaka）の参加も検討中である。
これらは諸言語資料・地域研究の結節点（Nodal Institution）になることが期待されている。現時点で
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の最優先課題として所蔵資料の目録化が急がれているという
3
。
　アメリカの東南アジア関係図書館のネットワーク CORMOSEA（Committee on Research Materials on 
Southeast Asia）は名前をあげるに留める。
＜英国など＞
　英国におけるアジア・アフリカ関係図書館のネットワークはいろいろな形があるようだが、代
表的なものは SCONUL（Society of College, National and University Libraries）のオリエント関係図書館部会の
集まりがあり、アフリカ関係の SCOLMA（Standing Conference on Library Materials on Africa）も活発な活動
を広げている。後者は年次総会を毎年開き、情報交換・研究発表を行うが、その他にセミナーを
開催したり、加盟図書館の収集資料分野についての国別・主題別の調整をおこなったりしている。
　オランダの IIAS（International Institute for Asian Studies）はニューズレターを発行して図書館の動きにつ
いても各種インフォーメーションを伝えてくれるので非常に便利である。紙数の都合上ここでは
名前をあげるに留める。
（4）ネットワーク形成へ向けて
＜日本におけるネットワークの試み＞
　これまで日本のアジア関係図書館の中で、いろいろな協力の試みがなされてきたと思う。協
力・協同の結果成立した総合目録がいくつも刊行されているし、各種書誌も刊行されている。そ
の中で記憶されるのは、「アジア資料懇話会」（JOLG=Japan Orientalist Librarians Group）で、当時の国立
国会図書館アジア資料課長河島慎一氏と金沢工業大学の金子量重氏が中心となって結成され、
ニューズレターも刊行された（JOLG newsletter, No. 1-12（1982-1989））。中心になり活動された方々の熱意
と努力に敬意を払いたい。
　今また、困難な状況の中で、このようなネットワークの必要性について問題を提起するにあ
たって、いくつかの考えられるトピックを以下に提示するが、オープンな議論の出発点と考えて
いただければ幸いである。そして永続性のある何らかの合意に到達し、協力して具体的な行動を
開始できる日が近いことを願うものである。
＜ネットワークの諸事例＞
先ず顔見知りになること
何らかの組織
ニューズレター類の発行（HPと印刷物）
会員名簿の作成（主要図書館における窓口・担当者名簿）
情報交換（新しい入手資料、外国書店情報など）
日本におけるアジア関係史資料とネットワーク（松本脩作）
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調査研究活動（国内各地図書館におけるアジア関係コレクションの調査発掘など）
国際交流（会員の訪問図書館紹介、訪日図書館員・アーキビスト紹介、講演会など）
収集地域（国）、言語、主題の分担・調整
資料の協同入手
相互貸借・コピー
横断検索
書誌情報の共有（諸言語資料）
ガイドブック、書誌類の刊行
　現状から見て何が必要か、どのような問題を先に取り上げて行くのが良いか、さしあたり何か
はじめれば良いか、この機会に意見交換を行い議論を深めることができれば幸いである。
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